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命 令 書

札幌市白石区菊水５条１丁目４－５ 第６尾崎ビル

申 立 人 札幌地区労連･ローカルユニオン結

上記代表者 執行委員長 Ａ

恵庭市黄金中央５丁目１９６番地の１

被 申 立 人 学校法人鶴岡学園

上記代表者 理 事 長 Ｂ

上記当事者間における平成２６年道委不第２号鶴岡学園事件について、当委員会

は、平成２７年３月２７日開催の第１７７９回公益委員会議、同年４月１０日開催の

第１７８０回公益委員会議及び同月２４日開催の第１７８１回公益委員会議におい

て、会長公益委員成田教子、公益委員浅水 正、同加藤智章、同山下竜一、同山下

史生、同朝倉 靖及び同國武英生が出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

１ 被申立人は、申立人が申し入れたＣ組合員、Ｄ組合員に対する雇用期間満了に伴

う雇止めを交渉事項とする団体交渉において、同人らを再任用しなかった理由につ

いて、事実に即して十分な説明を行い、団体交渉に誠実に応じなければならない。

２ 被申立人は、次の内容の文書を縦１メートル、横１.５メートルの白紙にかい書

で明瞭に記載して、被申立人学園校舎の正面玄関に、本命令書写し交付の日から７

日以内に掲示し、１０日間掲示を継続しなければならない。

記

当法人が、貴組合に対して行った次の行為は、北海道労働委員会において､

労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為であると認定されました。

今後、このような行為を繰り返さないようにします。
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記

貴組合から、Ｃ組合員、Ｄ組合員に対する雇用期間満了に伴う雇止めを交渉

事項として申し入れられた団体交渉において、同人らを再任用しなかった理由

について、事実に即した十分な説明を行わず、団体交渉において誠実な対応を

しなかったこと。

平成 年 月 日（掲示する日を記載すること）

札幌地区労連・ローカルユニオン結

執行委員長 Ａ 様

学校法人鶴岡学園

理事長 Ｂ

３ 申立人のその余の申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は、申立人札幌地区労連・ローカルユニオン結（以下「組合」という。）から、

被申立人学校法人鶴岡学園（以下「法人」という。）の下記の行為が労働組合法（昭

和２４年法律第１７４号。以下「労組法」という。）第７条第２号に該当する不当

労働行為であるとして、当委員会に救済申立てがなされた事案である。

(1) 組合は、法人に対し、Ｃ（以下「Ｃ」という。）及びＤ（以下「Ｄ」という。）

に対する雇用期間満了に伴う雇止めを交渉事項とする団体交渉に、法人理事長の

Ｂ（以下「Ｂ理事長」という。）、当時、法人の運営する北海道文教大学（以下「大

学」という。）人間科学部の学部長であったＥ（以下「Ｅ学部長」という。）、当時、

大学人間科学部健康栄養学科長であったＦ（以下「Ｆ学科長」という。）を参加さ
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せるよう、平成２５年（以下平成の元号を省略する。）４月４日付け申入書、同年

５月１７日付け申入書、同年８月９日付け団体交渉申入書、同年９月３日付け抗

議文などによって申入れを行ったが、法人は、上記３名を団体交渉に参加させな

かった。

(2) 組合は、法人に対し、２５年４月１１日に行われた団体交渉において、２２年

４月１日に定年年齢の変更を内容とする法人の就業規則の改定がなされたときの

労働者過半数代表の氏名の開示を求めたが、法人はこれに応じなかった。

(3) 法人は、２５年４月１１日及び同年５月２３日に行われた団体交渉において、

①Ｃ、Ｄの雇用契約時の面接における法人側の出席者及び面接時の発言内容、②

教職員の再任用に関する学部長、学科長の権限、③Ｃ、Ｄを再任用しないことと

した理由、④Ｃ、Ｄを再任用しないと決定した手続について、虚偽の説明を行っ

た。

２ 請求する救済内容

(1) 法人は、Ｃ、Ｄの雇用期間満了による雇止めを交渉事項とする団体交渉に誠実

に応じなければならない。

(2) 謝罪文の掲示

３ 本件の争点

(1) 組合が、Ｂ理事長、Ｅ学部長、Ｆ学科長を団体交渉へ参加させるよう要請した

にもかかわらず、法人が、これら３名を団体交渉に参加させなかったことが労組

法第７条第２号の不当労働行為に当たるか（争点１）。

(2) 組合が、２５年４月１１日に開催された団体交渉において、２２年４月に行わ

れた就業規則の改正の際に労働者過半数代表となった者の氏名を開示するよう要

請したにもかかわらず、法人が、その後の団体交渉において具体的氏名を明らか

にしなかったことが労組法第７条第２号の不当労働行為に当たるか（争点２）。

(3) ２５年４月１１日及び同年５月２３日に行われた団体交渉において、法人が行

った、①Ｃ、Ｄの雇用契約時の面接でのやり取りに関する説明、②教員の再任用

に関する権限についての説明、③Ｃ、Ｄを再任用しないこととした実質的な理由

についての説明、④Ｃ、Ｄを再任用しないことを２４年１２月１８日に開催され
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た理事会にて決定した旨の説明が事実に反する不誠実なものであり、労組法第７

条第２号の不当労働行為に当たるか（争点３）。

第２ 当事者の主張の要旨

１ 組合の主張

(1) 争点１について

Ｃ、Ｄの雇止めに関する団体交渉においては、経過についての事実確認のため、

Ｂ理事長、Ｅ学部長、Ｆ学科長の参加が必要不可欠であることから、組合は、法

人に対し、２５年４月４日付け申入書、同年５月１７日付け申入書、同年８月９

日付け団体交渉申入書、同年９月３日付け抗議文などによって、同人らの団体交

渉参加を要請した。

しかし、法人はこれに応じようとしなかった。このような法人の対応は、団体

交渉拒否ないし不誠実な団体交渉に当たる。

(2) 争点２について

組合は、労働条件を定めた就業規則が適正に変更されたものかどうか確認する

ため、２５年４月１１日の団体交渉において、２２年４月に行われた就業規則の

変更の際に労働者過半数代表となったのは誰なのか、その氏名の開示を求めた。

しかし、法人はこれに応じようとしなかった。このような法人の対応は、不誠

実な団体交渉に当たる。

(3) 争点３について

ア Ｃ、Ｄの雇用契約時のやり取りに関する説明

２０年１１月頃、Ｃを専任教員として採用するために行った面接において、

面接官の一人であった法人のＧ事務局長（以下「Ｇ事務局長」という。）は、「形

式上は任期の定めがあるが、任期で終わるのではない。特段の事情がない限り

更新され、定年（６８歳）まで勤務することができます。」と説明した。しかし、

２５年５月２３日に行われた団体交渉において、Ｇ事務局長、法人のＨ事務局

次長（以下「Ｈ事務局次長」という。）は、これを否定した。

また、２２年１２月１日、Ｄを採用するために行った面接において、面接官
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の一人であったＧ事務局長は、「形式上は１年任期ですが、特段の事情がない限

り更新され、最長５年まで継続的に勤務できる。」と説明した。しかし、Ｇ事務

局長は、２５年４月１１日に行われた団体交渉では「面接していない。」と虚偽

の発言をした。

イ 教員の再任用に関する権限についての説明

２５年４月１１日に行った団体交渉において、組合は、教員任用計画策定に

関する学部長、学科長の権限を確認するため、法人に対し、次年度の授業計画

等を作成する際に学部長、学科長の意見がどの程度尊重されるのかを尋ねたと

ころ、法人からは「原案を作るのは、１００％学部長、学科長が作ってもらい

ますから。」と回答した。

この回答によれば、次年度教員任用計画における学部長、学科長の権限は絶

大なものであるはずだが、Ｅ学部長、Ｆ学科長が作成した人事調書（Ｄ、Ｃに

ついては「再任用する」の欄に〇を付したもの）は、事務局によって受理を拒

否された。

このように、実際は、学部や学科が策定した授業計画やそれに伴う教職員の

任用計画よりも事務局の考え方が優先されているのであり、団体交渉における

学部長、学科長の権限に関する法人の回答は虚偽のものである。

ウ Ｃ、Ｄを再任用しないこととした理由についての説明

法人は、Ｃ、Ｄの再任用を拒否した実質的な理由について、団体交渉及び２

回の団体交渉の間に文書をもってなされた回答書（甲９）において、要旨、「前

年の９月から１０月頃から翌年度の授業計画、人事計画等の策定作業を行うが、

その際、定年者や任期満了者が担当していた科目を優先的に専任教員に割り振

ることを検討する。２５年３月３１日をもって任期満了を迎えるＣ、Ｄが担当

していた科目については、他の専任教員でカバーできるという判断をした。」と

いう内容の説明をした。

しかし、Ｃが担当していた総合教養講座を担当することとなったＩ教授（以

下「Ｉ」という。）は任期１年の特別嘱託職員であり、細胞生物学を担当するこ

とになったＪ教授（以下「Ｊ」という。）も２５年３月３１日で期間満了となる
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期限付き教員である。また、Ｄが担当していた生化学実験もＩが担当すること

となった。

したがって、専任教員に優先的に割り振るという法人の説明は虚偽のもので

あり、法人がＣ、Ｄを再任用しなかった本当の理由は、両名が管理栄養士国家

試験対策に協力していないと法人が考えたからである。

エ Ｃ、Ｄを再任用しないことを２４年１２月１８日開催の理事会にて決定した

旨の説明

法人は、２５年４月１１日に行った団体交渉において、Ｄ、Ｃを再任用しな

いことは、２４年１２月１８日に開催された理事会で決定した旨を説明した。

しかし、かかる理事会では、Ｄ、Ｃについて、Ｅ学部長から「学科としては

再任を要望している。」との発言があり、他の理事からも「再任の制度を利用し

てはどうか。」との意見が出て、その人事は留保となった。

このように、２５年４月１１日の団体交渉における、２４年１２月１８日の

理事会でＤ、Ｃを再任用しないことを決定したという法人の発言は虚偽のもの

である。

オ 以上のように、団体交渉において虚偽の発言をなすことは、不誠実な団体交

渉に当たる。

２ 法人の主張

(1) 争点１について

Ｇ事務局長は、法人の事務全般の取扱い、各部局の連絡調整を行う事務局の長

であって、法人の代理人として団体交渉に臨んだものであり、また、Ｈ事務局次

長は、事務局長を補佐する者であるから、団体交渉において問題とされている事

項については、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長が十分に説明することができるのであ

って、Ｂ理事長、Ｅ学部長、Ｆ学科長が出席する必要はない。

したがって、これら３名の団体交渉出席要請に応じなかったことは何ら不誠実

ではない。

(2) 争点２について

Ｃは任期４年の期間付教員であり、また、Ｄは１年期間の嘱託の教員であり、
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いずれも２２年４月に改定された就業規則の定年適用はない。したがって、Ｃ、

Ｄの雇用関係終了の問題には直接関係のない就業規則であるから、労働者過半数

代表の氏名を開示する必要はないと考え、「教員代表として、こども発達学科教授、

それと事務系職員１名の意見書を出している。」と回答したものであって、何ら不

誠実ではない。

(3) 争点３について

ア Ｃ、Ｄの雇用契約時のやり取りに関する説明

Ｃ、Ｄのいずれの採用時もＥ学部長が面談したが、事務局は立ち会っていな

い。したがって、Ｇ事務局長がＣに対し「特段の事情がない限り更新され、定

年（６８歳）まで勤務することができます。」といった説明をしたり、Ｄに対し

「形式上は１年任期ですが、特段の事情がない限り更新され、最長５年まで継

続的に勤務できる。」といった説明をした事実はない。また、Ｅ学部長は、いず

れの面談時に任期と給料などを告げたのみであり、法人は、団体交渉において

何ら虚偽の説明は行っていない。

イ 教員の再任用に関する権限についての説明

団体交渉では、人事計画について、最初の原案を作成するのが学部長、学科

長であると説明しているに過ぎず、原案を総務に提出してもらい、それをチェ

ックしながら理事会に諮ると説明しているのであって、学部長、学科長が絶大

な権限を持っているとは言っていない。

教育職員の任用は最終的には学長が候補者を推薦して理事会に諮り、理事会

が決定するのであるから、理事会に諮るべき人事の原案の最終決定者は学長で

あり、事務局は学長の補助者である。

団体交渉でもその旨を説明しているのであって、何ら虚偽の説明はしていない。

ウ Ｃ、Ｄを再任用しないこととした理由についての説明

法人においては、定年者、任期満了者が担当していた科目については、専門

性を考慮しながら、まず、期間の定めのない専任教員（他学科を含む）、次いで

その他の専任教員（翌年度雇用継続者、採用、再任用予定者、他学科も含む。）

に優先的に担当させるなど専任教員の有効活用を基本として、人事計画を策定
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することとしている。

Ｃ、Ｄが担当していた科目を２５年度に担当することとなったＫ、Ｌ、Ｍは

期限の定めのない専任教員である。また、Ｊは３年の任期付専任教員であり２

５年３月３１日に任期満了を迎える者ではあったが、専門性、担当できる科目

の範囲、年齢的な体力からして早い段階から再任用が予定されており、Ｉは１

年任期の特別嘱託であり２５年３月３１日に任期満了を迎える者ではあったが、

専門性、担当できる科目の範囲、将来の学長候補であることから早い段階から

再任用が予定されていた。

このように、法人における一般的な取扱いに従って、Ｃ、Ｄを再任用しない

こととしたものであり、団体交渉おいてもそのとおりの説明をしているのであ

るから、何ら虚偽の説明は行っていない。

エ Ｃ、Ｄを再任用しないことを２４年１２月１８日開催の理事会にて決定した

旨の説明

２４年１２月１８日の理事会でＣ、Ｄについて再任用しないと決定したこと

は事実であって、何ら虚偽の説明は行っていない。

実際に、法人の主張に沿った内容の議事録（乙９）も作成されている。

第３ 認定した事実

１ 当事者

(1) 申立人である組合は、札幌・石狩圏に所在する会社に勤務する労働者によって

１７年４月２４日に結成された個人加盟の労働組合であり、本件申立て時におけ

る組合員数は５００人である。組合は、結成と同時に上部団体である札幌地区労

働組合総連合に加盟している。

(2) 被申立人である法人は、肩書地に本籍地を置き、北海道文教大学のほか同明清

高等学校、同附属幼稚園などを経営する学校法人である。本件申立て時における

大学の教員数は１１６人、事務職員数は５０人である。

２ Ｃの雇用関係

(1) Ｃは、札幌医科大学医学部生物学教室の教員を務めていたが、１９年から大学
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の人間科学部健康栄養学科の非常勤講師を兼任するようになり、大学では、生

理学、解剖生理学実験の講師を担当した（甲２１）。

(2) Ｃは、２０年秋頃、大学人間科学部理学療法学科のＮ教授の推薦を受け、同学

部健康栄養学科の専任教員の採用面接を受けたが、この面接には、Ｅ学部長、Ｏ

学科長（当時）、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長が立ち会い、学術面についてはＥ学部

長とＯ学科長から質問があり、雇用条件等についてはＧ事務局長、Ｈ事務局次長

から説明を受けた（甲１７、２１、２２、第１回審問調書５６～５９、７１～７

５頁Ｃ証言、第２回審問調書４～５、２４～２６、２９～３０頁Ｅ証言）。

(3) Ｃは、２１年４月１日から大学の人間科学部健康栄養学科の専任教員に採用さ

れた。なお、これに伴って、Ｃは、札幌医科大学を退職した（甲２１）。

(4) ２０年１２月９日付けの採用内定通知には、「所属・職名」として「北海道文教

大学人間科学部健康栄養学科教授」、「給与」として「年俸７００万円」、「雇用期

間」として「平成２１年４月１日～平成２５年３月３１日（４年間）」との記載が

ある（乙１）。

また、２１年４月１日付けの辞令には、「学校法人鶴岡学園職員に採用する 雇

用期間は平成２５年３月３１日までとする 北海道文教大学人間科学部健康栄養

学科教授を命ずる」との記載がある（乙３）。

(5) Ｃの法人における職務内容は、生理学、細胞生物学、総合教養講座、生理学実

験などの講義、教授会、学科会議、大学の各委員会への参加などであった（甲２

１）。

３ Ｄの雇用関係

(1) Ｄは、２２年９月末から、大学の人間科学部健康栄養学科及び同学部看護学科

の非常勤講師として法人に勤務していたが、同学部作業療法学科のＫ教授から推薦

を受け、同年１２月１日、常勤職としての採用面接を受けた。この面接には、Ｅ

学部長、Ｐ学科長（当時）、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長が立ち会い、学術面につい

てはＥ学部長とＰ学科長から質問があり、雇用条件等についてはＧ事務局長、Ｈ

事務局次長から説明を受けた（甲１７、２０、２２、２３、２４、第１回審問調

書３０～３２、４８～５０頁Ｄ証言、第２回審問調書４～５、２４～２６、２９
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～３０頁Ｅ証言）。

(2) Ｄは、２３年４月１日付けで大学の専任教員となったが、２２年１２月２４日

付けの採用内予定通知には、「人事区分」として「嘱託職員」、「所属・職名」とし

て「北海道文教大学人間科学部健康栄養学科教授」、「給与」として「大学４級５

７号俸の１／２ ２６６，０５０円」、「雇用期間」として「平成２３年４月１日

～平成２４年３月３１日」との記載がある（乙４）。

また、２３年４月１日付けの辞令には、「学校法人鶴岡学園嘱託職員に採用する

雇用期間は平成２４年３月３１日までとする 北海道文教大学人間科学部健康栄

養学科教授を命ずる」との記載がある（乙６）。

(3) ２４年４月１日、法人とＤは、雇用契約を更新したが、同日付けの辞令には、「嘱

託職員の雇用期間を更新する 雇用期間は平成２４年４月１日から平成２５年３

月３１日までとする 北海道文教大学人間科学部健康栄養学科教授を命ずる」と

の記載がある（乙７）。

(4) Ｄの法人における職務内容は、公衆衛生学、健康社会と福祉、生化学実験など

の講義、教授会、学科会議、大学の各種行事への参加などであった（甲２０）。

４ 管理栄養士国家試験対策室設置の経緯及び設置後の経過

(1) ２２年５月に発表された第２４回管理栄養士国家試験の結果によると、合格率

の全国平均が７８．７％であったところ、大学の合格率は４９．６％と低迷した

ことから、大学の人間科学部健康栄養学科では、次年度に向けて教員が精力的に

上記国家試験対策に関わるようになった（甲２１）。

(2) その結果、２３年５月に発表された第２５回管理栄養士国家試験の結果による

と、大学の合格率は６８．８％（全国平均は８２．１％）に上昇し、合格者数で

も北海道でトップとなった。大学ではさらなる合格率上昇を目指して、２３年４

月、管理栄養士国家試験対策室を設置し、前鎌倉女子大学教授の医学博士Ｑ（以

下「Ｑ室長」という。）を迎え入れた（甲２０、２１、審査の全趣旨）。

(3) Ｑ室長が採った合格率上昇のための方法論は、受験を控えた４年生の空き時間

を補習で埋める、過去問中心の広範囲からの演習問題を解かせるというものであ

った（甲２０、２１、第１回審問調書４６頁Ｄ証言）。
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(4) これに対し、Ｄは、重点事項に絞り込み集中して学習させ、学んだ範囲の理解

度合いを試験によって把握し、学力に合わせて弱点について補習をするという方

法論のほうが望ましいと考えていたことから、学科会議のときなどに、補習のや

り方について意見を述べ（第１回審問調書４０、４６～４７頁Ｄ証言）、また、２

３年１０月上旬頃、Ｑ室長から補習の分担を依頼された際に、「毎時間２０問のテ

ストをやっているが、全範囲からの出題で密度が低い。また、学生がどの問題を

苦手にしているかなどの情報が全く還元されていない。このような効率の悪い補

習の進め方には感心しない。」などと意見を述べた（甲２０）。

(5) また、Ｃも、学生が目標をもって自主的に受験勉強に取り組むことが大切だと

考えていたことから、学科会議のときなどに、合格率のみにこだわるべきではな

い、一律に補習を強制すべきではないなどの意見を述べた（甲２１、第１回審問

調書６３～６４頁Ｃ証言）。

５ Ｃ、Ｄが再任用されなかった経緯

(1) Ｅ学部長は、２４年１１月中旬、複数回にわたってＢ理事長から呼び出され、

理事長室において、２５年４月１日以降、Ｃ、Ｄは再雇用しない方向で考えてい

ることを伝えられた（甲１７、２２、第２回審問調書１０～１２頁Ｅ証言）。

(2) しかし、学科としては、Ｃ、Ｄを次年度以降の授業展開のために必要であると

考えていたことから、２４年１２月５日、Ｅ学部長は、Ｃ、Ｄそれぞれに雇用契

約更新の意思を確認したところ、両名とも更新したいと考えている旨回答した（甲

１７、２０、２１、第２回審問調書１３頁Ｅ証言）。

(3) 同月１２日、Ｅ学部長との協議のうえで、Ｆ学科長は、Ｃ、Ｄの再任用について

「する」の欄に〇を付した翌年度の人事調書を大学事務局総務課に提出したが、

事務局はこれを受け取らなかった（甲１７、２２、第２回審問調書１６頁Ｅ証言、

４２、６９頁Ｈ証言、８１頁Ｇ証言）。

(4) 同月１４日、Ｅ学部長とＦ学科長は、Ｃ、Ｄ両名とも「する」「しない」いずれ

にも〇を付さずに人事調書を提出し直したが、Ｅ学部長とＦ学科長が理事長室で

Ｂ理事長と会談した後、同日のうちに、Ｄについては再任用「しない」の欄に〇

を付し、Ｃについては「する」「しない」のいずれにも〇を付さない人事調書を再
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提出した（甲１７、２２、第２回審問調書１７～２０、３３頁Ｅ証言、４３～４

４頁Ｈ証言、８１～８２頁Ｇ証言）。

(5) 同月１８日、法人の理事会が開催され、Ｃ、Ｄの雇用関係の継続の有無を含め、

次年度の人事について協議された（乙９）。

(6) 同月２１日、Ｅ学部長とＦ学科長は、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長と会談をした

が、その際、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長は、次年度、Ｃ、Ｄの雇用契約は継続し

ない旨を明言し、この時点でＥ学部長、Ｆ学科長は、この取扱いは法人としての

決定事項であると考えざるを得なかった（甲１７、第２回審問調書２１～２２、

２６頁Ｅ証言、４４頁Ｈ証言、８３～８４頁Ｇ証言）。

(7) 同月２６日に行われた学科会議において、Ｆ学科長は、Ｃ、Ｄなどが２５年３

月末日をもって退任・退職する旨を報告した（甲１７）。

(8) ２５年１月１８日、Ｃ及びＤは、当労働委員会に対し、雇止めの撤回をあっせ

ん事項とする個別的労使紛争あっせん手続を申請したが、同年２月２５日、同手

続は不成立で終了した（乙１８、１９、当委員会に顕著な事実）。

(9) ２５年２月に開催された理事会の際に、２４年１２月１８日の理事会議事録が

回覧され、Ｅ学部長を含む７名の理事はこれに押印した（甲２２、乙９、２６、

第２回審問調書７、２５～２７、３３～３４頁Ｅ証言、６５頁Ｈ証言）。

同理事会議事録には、「Ｇ事務局長から、資料Ｎｏ５に基づき平成２４・２５年

度鶴岡学園職員人事について、平成２４年度①採用者②退職者及び平成２５年度

①退職又は任期満了者について、特に健康栄養学科Ｃ教授は任期満了により採用

しないこと及びＲ教授は保留並びに国際言語学科Ｓ教授は保留との説明があり、

慎重審議の結果承認された。」という記載があり、また、同議事録添付の「平成２

５年度職員人事調書（大学人間科学部健康栄養学科）」にはＤの「所属長の意向」

における「継続の有無」の欄の「しない」に〇が付されている（乙９）。

(10) 法人事務局は、Ｃ及びＤに対し、Ｃについては２５年３月８日付け、Ｄについ

ては同月７日付けの「退職（雇用期間満了）のお知らせ」と題する文書をそれぞ

れ通知した。同文書には、「貴殿は「雇用期間満了」により平成２５年３月３１日

付けをもって退職となりますのでお知らせいたします。」との記載がある（乙２０、
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２１）。

６ 組合加入後の団体交渉等の経過

(1) Ｃ及びＤは、２５年３月１８日、組合に加入した（甲１、１９～２１）。

(2) 組合は、法人に対し、同月２１日付け文書をもって、ＣとＤの組合加入を通知

するとともに両名の雇止め問題を交渉事項とする団体交渉を申し入れ（甲１、１

９）、また、同年４月４日付け文書をもって法人側からＢ理事長、Ｅ学部長、Ｆ学

科長を団体交渉に参加させるよう求めた（甲４）。

(3) 同年４月１１日、第１回団体交渉が開催され、法人側からはＧ事務局長、Ｈ事

務局次長、Ｔ総務課長（以下「Ｔ総務課長」という。）、Ｕ総務係長（以下「Ｕ」

という。）、Ｙの５名が出席し、組合側からは、Ｖ副委員長（以下「Ｖ」という。）、

Ｃ、Ｄ、Ｗ、Ｘの５名が出席した。

同日の団体交渉では、以下のようなやり取りがなされた（甲５）。

ア 法人側の団体交渉参加者に関して

法人からは、Ｂ理事長は不在のためＧ事務局長が委任を受けて出席している

こと、Ｅ学部長は既に退職しているので参加を求めることができないこと、Ｆ

学科長は多忙のため参加できないことの説明があった。

組合からは、「理事長の代わりにＧ事務局長さんが出てきていただけるという

事でいいんですね。」という確認があり、今後の要望として、都合の付く限りこ

れらの者を団体交渉に参加させてほしい旨の発言があった。

これを受けて、Ｈ事務局次長から、「こちらもですね、やはり、直にお答えし

てもらったほうが良いと思うんですけども、今の時点では。」という発言があっ

た。

イ ２２年４月の就業規則改定の際の労働者過半数代表の氏名に関して

組合から、就業規則の変更については、労働者代表の意見を聞いて労働基準

監督署に届けることになっているが、変更理由を確認したいので労働者代表の

氏名を教えてほしいとの要請があった。

さらに、組合から「労働者代表というのはどなたか、後で調べればわかりま

すよね。」という問いかけがあり、Ｈ事務局次長が「分かります。」と答え、組
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合は「それを教えていただければと思います。」と依頼した。

ウ Ｃ、Ｄ雇用時の面談におけるやり取りに関して

Ｄに関し、組合から、「こちらに入職されたときには、Ｄ先生は最長５年間継

続雇用があるよという話もされていたんですね。」という質問があり、Ｈ事務局

次長が「誰がですか。」と尋ねたところ、組合からは、Ｇ事務局長から話があっ

たとの回答がなされたが、Ｇ事務局長は「面接してない。」と発言した。

また、Ｃに関し、組合から、面接時に６８歳まで勤務できるとの趣旨の話を

聞いた旨を伝えたところ、Ｈ事務局次長から「それは私が対応したわけではな

いからね。でも、そういうことは考えられない。」という発言があった。

エ 教員の再任用に関する権限に関して

組合から、次年度の授業計画、カリキュラム、人事について、学部長、学科

長の意見がどの程度尊重されるのかという質問がなされ、Ｈ事務局次長から「原

案作るのは、１００％学部長、学科長が作ってもらいますから。」、「全て学部長、

学科長の責任において、それぞれの学科がそういう授業等々をどういう風に展

開するというようなことから始まってきます。」という発言があった。

また、次年度の再任用の有無に関する検討方法として、法人側から、次年度

どのような授業展開をするかを踏まえて、学務部において、次年度再任用をす

る・しないの欄のいずれかに〇を付した人事調書が事務局の総務課に提出され、

それをチェックしたうえで理事会に諮る、という趣旨の説明があった。

なお、この点に関し、組合から「学部長、学科長が、学科目担当教員の選出

作業というのは、ものすごく大きく関わるんですよね。」という質問があり、Ｈ

事務局次長は「もう、権限もってますよ。はい。」と答えた。続いて、組合から、

「じゃ、最終的に決定するのは、理事会では決定するけれど起案してこの学科

目担当するのは、学部長か、学科長の所でまとめて出すと。」と問われ、Ｈ事務

局次長は「はい。」と答えた。

オ Ｃ、Ｄを再任用しなかった理由に関して

この点に関し、法人側から、Ｃ、Ｄについては、２５年３月３１日に雇用期

間が満了するところ、両名が担当してきた授業については、他の専任教員で賄
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えると考えていたが、２４年１２月になって、学科から、理事会開催の前に両

名について「再任用する」に〇を付した人事調書が提出されたものの、これは

総務課が予定していた取扱いとは異なることから、学科に対し、再検討を促し

たところ、Ｄについては「再任用しない」に〇を付した、Ｃについてはいずれ

も〇を付さない人事調書が再提出されたため、これを２４年１２月１８日開催

の理事会に諮った結果、両名とも再任用しないこととなった、との趣旨の説明

があった。

また、組合は、法人に対し、Ｃ、Ｄを再任用しなかった理由として、管理

栄養士国家試験対策室との関係があるのではないかを問うため、「全く関係して

いないんですか？」、「全く関係ない？」と質問したところ、Ｈ事務局次長は「関

係していません。」と繰り返した。

カ ２４年１２月１８日開催の理事会に関して

組合から、２５年４月以降の健康栄養学科の学科目担当教員が決まったのは

いつかという質問があり、法人からは、２４年１２月１８日の理事会である旨

の回答があった。

また、この点に関し、Ｈ事務局次長から、同理事会では、Ｃ、Ｄが担当して

いた科目について他の教員で対応することができる旨が具体的に説明されたこ

と、Ｂ理事長がＥ学部長に対し、両名を再任用しないことでよいか繰り返し確

認したことが述べられた。

(4) 組合は、法人に対し、２５年４月２３日付け申入書をもって、「交渉における確

認事項」として、①嘱託・臨時職員就業規則細則写しの提出、②２２年４月１日

に就業規則の定年年齢を変更したときの変更理由と労働者代表の氏名と職階を明

らかにすること、③２４年５月、２５年５月時点の非常勤、常勤職員、嘱託職員、

臨時職員の数を報告することを要請するとともに、「求釈明事項」として、①Ｃ、

Ｄを再任用しなかった経緯、その理由を書面にて釈明すること、②Ｃ、Ｄを再任

用しない決定がどこで、いつなされたのか書面にて釈明することを求めた（甲６）。

(5) 組合は、法人に対し、２５年５月８日付け文書をもって、ＣとＤの雇止め問題

を交渉事項とする団体交渉を申し入れた（甲７）。
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(6) 法人は、組合に対し、２５年５月１５日付け文書をもって、組合からの２５年

４月２３日付け申入書に対する回答を行った（甲９）。

回答内容の要旨は以下のとおりである。

（Ｃ及びＤを再任用しなかった理由の要旨）

前年９月～１０月頃、学部長、学科長が責任を持って、定年者、任期満了者、

開講科目の専門性を考慮しながら、定年者、任期満了者の担当していた科目を専

任教員に割り振りする等の人事計画を策定し、２４年１２月中旬頃に翌年度の授

業計画案、人事計画案を事務局と調整した。学部長、学科長が作成した案によれ

ば、２５年度もＣ、Ｄを雇用することとされていたが、事務局では、両名が担当

していた各科目は他の専任教員でカバーできると理解していたため、再検討を依

頼した。しかるところ、学科からは、Ｃについては、検討時間が不足していたた

め雇用を継続する、しないのどちらにも〇を付されていない計画案が、Ｄについ

ては、他の専任教員でカバーできるとの判断から、しないに〇を付した計画案が

再提出された。これを理事会に諮ったところ、理事会では、両名とも２５年３月

３１日をもって任期満了とすると判断された。

（Ｃ、Ｄと雇用契約をしないと決定した時期）

２４年１２月１８日に開催した理事会である。

(7) 組合は、法人に対し、２５年５月１７日付け申入書をもって、Ｂ理事長、Ｅ学

部長、Ｆ学科長を団体交渉に参加させるよう要請した（甲１０）。

(8) 同年５月２３日、第２回団体交渉が開催され、法人側からはＧ事務局長、Ｈ事

務局次長、Ｔ総務課長、Ｕ、Ｙの５名が出席し、組合側からは、Ｖ、Ｃ、Ｄ、Ｚ

の４名が出席した。

同日の団体交渉では、以下のようなやり取りがなされた（甲１１）。

ア 法人側の団体交渉参加者に関して

法人からは、Ｅ学部長については、２５年３月末で退職したため団体交渉参

加を求めることができない、Ｆ学科長については、業務多忙のため参加できな

い旨の説明があった。

組合からは、Ｅ学部長については学部長を辞したとしても法人の理事の立場
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を有しているのであるから、団体交渉に参加すべきである旨の主張がなされた。

また、組合は、「直接お話しいただいた、Ｆ学科長さんなり、Ｅ元学部長さんな

りがご出席いただければ、直接、そのことについてお話聞くと言う事が出来る。」、

「Ｄ、Ｃが聞いている中身と違いすぎるから、何故こういうことになっている

んだろうって確認したい。」、「ちゃんと事実関係について確認をしなければ前に

進んでいかない事案だと思うんです。」などとして、Ｃ、Ｄが再任用されなかっ

た事実経過を団体交渉の場で直接確認したいとの意向を伝えたが、Ｈ事務局次

長は「この場所では返事はできません。」と回答した。

イ ２２年４月の就業規則改定の際の労働者過半数代表の氏名に関して

法人側のＴ総務課長は、こども発達学科の教授１名と事務方の者１名が、こ

の際の労働者過半数代表になった旨を伝えたが、「個人名については控えさせて

いただきます。」と述べた。

ウ Ｃ、Ｄ雇用時の面談におけるやり取りに関して

Ｄ雇用時に面接に参加したかどうかについて、Ｇ事務局長は、「私だけではし

ないです。そこには学部長も学科長も私と局次長と、必ず人事には複数でやり

ます。」、「一人で、二人では面接するということはありえないです。」と述べ、

面接時の発言内容に関しては、「そのとき試用期間の事も言ってますし、もし、

面接したならばですよ。それと、１年契約ということは言ってます。それ以

外のことは言ってません。」と述べた。

また、Ｈ事務局次長から「１年１年契約をしようとお願いしようとしている

時にですね、６８歳だの５回まで良いなんていうことは虫のいい話ですよ。そ

ういう説明はしていません。」との発言があった。

エ Ｃ、Ｄを再任用しなかった理由に関して

組合からは、Ｃ、Ｄが再任用されなかった実質的な理由は、管理栄養士国家

試験対策への協力姿勢にあったのではないかとの点を尋ねたが、法人側は、第

１回団体交渉時の説明及び２５年５月１５日付け「申込書に対する回答」（甲９）

と同様に、前年度９月か１０月頃から、翌年度の授業計画、カリキュラム及び

それに伴う人事計画の検討を始める、雇用期間満了者が担当していた科目を翌
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年度も実施する場合はまず専任教員で賄えるかどうかを検討する、Ｃ、Ｄにつ

いては他の専任教員で対応できる見込みであったから再任用しなかった、との

趣旨を説明した。

(9) 組合は、法人に対し、２５年８月９日付け文書をもって、Ｂ理事長、Ｅ学部長、

Ｆ学科長の参加を前提とした団体交渉を申し入れた（甲１２）。

(10) これを受けて、法人は、組合に対し、上記３名の参加は必要なく、これらの者が

参加しなくてもよいのであれば、団体交渉の日程を調整したい旨を通知した（甲

１３）。

(11) これに対し、組合は、同年９月３日付け抗議文をもって、団体交渉に上記３名を

参加させないことは不誠実であるとして、再度、これらの者を団体交渉に参加さ

せるよう、法人に対し申し入れた（甲１４）。

７ 本件救済申立て等

２６年１月２１日、組合は法人の行った上記Ｃ及びＤの雇止め等が労組法第７条

第１号及び第３号に該当するとして、また、法人がＣ及びＤの雇止めを交渉事項

とする団体交渉で虚偽の発言を繰り返したことなどが労組法第７条第２号に該当す

るとして、本件不当労働行為救済申立てを行い、同年６月４日、上記第７条第１号

及び第３号に該当する部分についての申立てを取り下げた。

第４ 当委員会の判断

１ 争点１について

(1) 団体交渉において十分な説明や意見交換がなされるためには、相当の権限のあ

る者の出席が不可欠であり、使用者側については、法人の立場を的確に説明する

ことができ、かつ自己の裁量によって譲歩、妥結し得る権限を有する者が交渉に

当たる必要がある。

他方、使用者側の交渉担当者の人選は原則として使用者側の自由であり、組合が

特定の者を指定して団体交渉を要求したとしても、使用者は必ずしもこれに従う

義務はなく、使用者が選定した交渉担当者に上記のような地位、権限があれば、

組合が指定した者以外を交渉担当者とすることも許される。
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(2) この点、２５年４月１１日、同年５月２３日に行われた団体交渉には、法人側

からはＧ事務局長、Ｈ事務局次長外３名が交渉担当者として出席しているが、Ｇ

事務局長、Ｈ事務局次長は、いずれも法人の理事であり（乙８、９）、それぞれ２

５年度の大学の人事に関する事務の担当者として本件団体交渉事項に関する経過

に関わっており、また、事務局長の地位は、法人の就業規則上、大学学長、高等

学校長らと並んで「所属長」と位置付けられていることからすると（乙１１）、Ｇ

事務局長及びその補佐をする立場のＨ事務局次長は、法人の見解を説明すること

ができ、かつ、本件団体交渉に関する権限を法人から委ねられていたということ

ができる。したがって、組合が指定したＢ理事長、Ｅ学部長、Ｆ学科長を団体交

渉に参加させず、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長らを交渉担当者としたことをもって

団体交渉拒否あるいは不誠実な団体交渉とはいえない。

(3) なお、組合が、Ｂ理事長、Ｅ学部長、Ｆ学科長の団体交渉参加を求めた主たる

理由は、法人がＣ、Ｄを再任用しない旨の判断を行った事実経過について、団体

交渉の場でこれらの者に確認するためであったと考えられる。確かに、団体交渉

は、正しい事実認識に基づいて行われるべきであることはそのとおりであるが、

団体交渉は、労使間の協議交渉により団体的労使関係のルールや手続を設定する

などの機能を果たすものであって、事実関係の真偽を確認することを直接の目的

とするものではないから、法人は、いわば証人的立場の者を団体交渉の場に参加

させなければならない義務まで負うものではない。

(4) よって、法人が、Ｂ理事長、Ｅ学部長、Ｆ学科長を団体交渉に参加させなかっ

たことは労組法第７条第２号の不当労働行為に該当しない。

２ 争点２について

(1) 団体交渉において、使用者は、自己の主張を相手方が理解し、納得することを

目指して誠意を持って対応しなければならず、組合の要求や主張に対しては、必

要に応じて具体的に回答や説明をなす努力をしなければならない。

しかし他方で、組合から説明を求められた全ての事項について具体的な回答を

しなければならない義務まで負うものではなく、結局のところ、団体交渉事項と

の関連性の程度、回答内容の具体性の度合いなどを考慮して、当該使用者の対応
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が不誠実なものであるかどうかを検討する必要がある。

(2) この点、まずＤに関して言えば、組合が問題視する２２年４月の就業規則の改

定は、Ｄとの雇用契約締結以前のものであるから、この改定によってＤの雇用条

件が影響を受けることはなく、団体交渉事項であるＤの雇止めとの関連性は低い

ということができる。

(3) また、Ｃとの関係で言えば、Ｃは就業規則の改定がなされる前に法人との雇用

契約を締結しており、仮に、Ｃに６８歳まで雇用契約が継続される合理的期待を

認めることができれば、定年年齢を６５歳に切り下げる就業規則の改定はＣの雇

用関係に影響するものといえるが、本件において団体交渉の直接のテーマは、定年

年齢についてではなく、２５年３月３１日をもって雇用期間を終了することの是

非であるから、労働者過半数代表の氏名は、本件団体交渉事項と密接な関連を持

つ事項とまではいえない。

(4) そして、第３の６(8)において認定したとおり、法人は、具体的氏名までは明ら

かにしていないものの、２５年５月２３日に開催された第２回団体交渉において、

こども発達学科の教授１名と事務方の者１名が、２２年４月の就業規則改定時に

労働者代表として署名している旨を説明しており、団体交渉事項との関連性に鑑

みると、この程度の説明があれば、不誠実な団体交渉態度とまで評価することは

できない。

(5) よって、法人が、２２年４月の就業規則改定時の労働者代表の氏名を公表しな

かったことは、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当しない。

３ 争点３について

(1) Ｃ、Ｄの雇用契約時のやり取りに関する説明について

ア 法人は、Ｃ、Ｄの採用面接の際、事務局は立ち会っておらず、Ｅ学部長のみが

面談した旨を主張する。また、Ｇ事務局長は、２５年４月１１日に開催された

第１回団体交渉において、Ｄとの雇用契約時には「面接してない。」と発言し（甲

５）、同月５月２３日に開催された第２回団体交渉において「私だけではしない

です。」、「必ず人事には複数でやります。」、「一人で、二人では面接するという

ことはありえないです。」、「もし、面接したならばですよ。それと、１年契約と
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いうことは言ってます。それ以外のことは言ってません。」などと発言している

（甲１１）。

イ しかし、第３の２(2)、同３(1)において認定したとおり、Ｇ事務局長、Ｈ事務

局次長は、Ｃ、Ｄの採用面接に立ち会っていたと考えられる。

すなわち、採用面接に立ち会ったか否かに関する法人の主張は、採用面接の際、

通常は、学部長、学科長、事務局長、事務局次長が立ち会い、学術的な事項は

学部長、学科長が質問し、雇用条件等の事務的な事項は事務局から説明をする

が、Ｃ、Ｄは、既に臨時職員として大学で勤務しており、人柄や教員としての

能力は検証済みであって、面接時は雇用条件を伝えるだけで十分であることか

らＥ学部長一人に任せた、というものと考えられる。しかし、雇用条件等を伝

えるだけであれば、むしろ事務方であるＧ事務局長やＨ事務局次長が行うのが

自然であり、さらに、Ｄに関して言えば、その給与は大学４級５７号俸の１／

２である月額２６６，０５０円とされているが（乙４）、学部長であるＥが、こ

のような給与の号俸や具体的な給与額に習熟していたとは考え難く、雇用条件

等の事務的な説明をＥ学部長に任せたという法人の主張は不合理といわざるを

得ない。

他方、Ｃ、Ｄは、採用面接の際の状況について、相当程度具体的に記憶し、そ

の内容を証言していること（第１回審問調書３０～３２、４８～５０、５６～

５９、７１～７５頁）、Ｅ学部長も両名の証言に沿った証言をしていること（第

２回審問調書４～５、２４～２６頁）からすると、Ｃ、Ｄの面接時、通常の採

用面接と同様に、学部長、学科長、事務局長、事務局次長が立ち会っていたと

いうべきである。

したがって、第１回団体交渉において、Ｄとの雇用契約時の面接に立ち会っ

たかどうかを尋ねられ「面接してない。」と述べたＧ事務局長の発言は事実に反

するものである。

ウ とはいえ、団体交渉時の発言が客観的な事実に反していたとしても、発言者が

真実であると思い込んでいることや、曖昧な記憶に基づいて結果として事実で

はないことを発言してしまうこともあり得るところであり、客観的な事実に反
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する発言がなされたという一事のみをもって、直ちに不誠実な団体交渉態度で

あると判断することはできない。また、団体交渉時の説明は、相手方の質問

の仕方との関連でなされるものであるから、事実に反する発言がなされた際

の具体的なやり取りの経緯を踏まえて、その誠実性を検討する必要がある。

エ この点、上記Ｇ事務局長の第１回団体交渉時の「面接してない。」という

発言は、法人がＣ、Ｄを再任用しないと判断した理由についての説明を行っ

ている際に、組合が話題を転換して、採用面接時にＧ事務局長が雇用継続を

約束する旨の発言をしていたはずである旨を問い質し、これに対する受け答

えをする中で、いわばとっさになされたものであり、Ｇ事務局長が面接に立

ち会っていないと思い込んでいた可能性や、曖昧な記憶に基づいて結果とし

て事実に反する発言をしてしまった可能性も否定できず、事実に反すること

を知りながら意図的に虚偽の事実を述べたとまでは認定し難い。

オ また、第２回団体交渉時の「私だけではしないです。」、「もし、面接した

ならばですよ。」といったＧ事務局長の一連の発言は、採用面接に立ち会っ

た可能性を認めるものであるのか、それとも、立ち会ったことは否定しつつ、

面接時の一般的な説明内容に言及しているものなのか判然とせず、曖昧なも

のであることは否定できない。しかし、この場面での組合の質問も、あくま

でも雇用継続の約束があったことを前提として法人を追及するものであり、

通常は誰が面接担当者になるのか、本来立ち会うべき事務局長、事務局次長

が立ち会わなかったのはなぜなのか、通常は面接時に誰が何を説明するのか、

本件では実際に誰がどんな説明をしたのか、といった点について、必ずしも

順を追って整然と尋ねるものではなかったこととの関連で考えると、第２回

団体交渉時のＧ事務局長の発言は、推測や一般論を交えつつ自己の認識を表

明したものであるとも考えられ、意図的に虚偽を述べたとまではいえない。

カ 以上からすると、Ｃ、Ｄの雇用契約時のやり取りに関する法人の説明内容

には問題が認められることは否定できないものの、不誠実な団体交渉とまで

評価するまでには至らない。

キ よって、団体交渉の際のＣ、Ｄの雇用契約時のやり取りに関する説明は、
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労組法第７条第２号の不当労働行為には該当しない。

(2) 教員の再任用に関する権限について

ア この点について組合が主張するのは、実際は、理事長、事務局長らの判断によ

って、教員の再任用の可否が決せられる実態があるにもかかわらず、法人は、

団体交渉において、学部長、学科長に絶大な権限がある旨を説明しており、か

かる説明は事実に反するものであるから、不誠実な団体交渉態度であるという

ことである。

イ 確かに、法人は、団体交渉において「（任用計画書の）原案作るのは、１００

％学部長、学科長が作ってもらいますから。」、「（学部長、学科長の）権限あり

ますよ。」などと発言していることは事実である。しかし他方で、団体交渉では、

翌年の人事や授業計画は事務局との間で擦り合わせをすることや、最終決定は

理事会で行われることなども述べられている。要するところ、法人が団体交渉

において述べる人事決定の方法は、原案は学部長、学科長が作成するため、学

部長、学科長の人事に関する関与は重要なものであるが、この原案は事務局と

の間で調整され、最終的には理事会で決定する、というものであり、人事に関

して学部長、学科長が実質的な決定ができるほどの絶大な権限を持つとまで述

べているとは解されない。

ウ したがって、この点に関する組合の主張は、団体交渉時の法人側の発言に対し、

実際の説明内容以上の意味を与えて、これを不誠実であると指摘するものであ

り、認めることはできない。

エ よって、団体交渉の際の学部長、学科長の権限に関する法人の説明は、労組法

第７条第２号の不当労働行為に該当しない。

(3) Ｃ、Ｄを再任用しないこととした実質的な理由の説明について

ア Ｃ、Ｄを再任用しないこととした理由について、法人が主張するのは、任期

満了を迎える者が受け持っていた授業を、他の専任教員らが対応できる場合は、

できるだけ雇用契約を更新しない方針をとっており、Ｃ、Ｄが担当していた授

業についても他の教員で対応可能だったので、理事会決議を経て再任用しない

旨を決定したということである。
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これに対し、組合は、Ｑ室長が行う管理栄養士国家試験対策に異論を唱えた

ことによって疎まれたことが、Ｃ、Ｄが再任用されなかった実質的な理由であ

る旨を主張する。

イ この点、２５年２月１５日に開催された大学教授会の時点では、２４年度に

Ｄが担当していた「健康社会と福祉」は担当者が決まっておらず（甲１８、乙

１４）、法人がＣ、Ｄを再任用しないことを正式に決定したと主張する２４年

１２月１８日の理事会の段階では、両名が担当していた全ての授業について、

後任者が確定していたわけではない。

ウ また、最終的には、Ｃ、Ｄの後任者は確定しているものの（乙１５）、両

名が担当していた授業の多くを２５年度に受け持つこととなったＪ、Ｉ、Ｋは、

いずれも２４年度に比して担当科目が増えており（乙１６）、これら教員の負担

が増大したであろうことがうかがわれる。

エ そして、２４年１２月１２日、学部長、学科長が、Ｃ、Ｄについて再任用「す

る」に○を付した人事調書を提出したものの事務局はこれを受け取らず、さら

に、同月１４日、「する」にも「しない」にも〇を付さず人事調書を提出し直し

たものの、Ｂ理事長との会談後、Ｄについては再任用「しない」に○を付した

ものを再提出することとなった経過に鑑みると（第３の５(2)、(3)、(4)）、Ｃ、

Ｄを再任用しないという法人の意思は強固なものであったと考えられ、２５年

２月の時点ですら全ての後任者が確定していなかったこと、両名が担当してい

た科目を補うために他の教員の負担が増大したであろうことを合わせ考えると、

単に他の専任教員で対応可能であったから再任用しないという一般的な取扱い

に従っただけであったとは考え難い。

オ 他方、管理栄養士国家試験対策は、大学の運営において極めて重要な課題で

あり、そのために招聘されたＱ室長の推進する方策には大きな期待が寄せられ

ていたと考えられるところ、Ｃ、Ｄが、Ｑ室長の方針に異論を唱えた事実が認

められること、しかも、その方針の違いは学生に対する指導のスタンスや補講

のあり方など、国家試験対策の根本に関わるものであったことからすると（前

記第３の４(4)、(5)）、Ｃ、Ｄが、上記国家試験対策に対する考え方の違いのた
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めに法人から疎まれたことは十分に考えられるところである。

カ 以上からすると、法人が、一般論として、任期満了を迎える者が受け持って

いた授業を他の専任教員らが担当できる場合は雇用契約を更新しない方針をと

っていたことが事実であったとしても、単にその方針のみを理由にＣ、Ｄを再

任用しなかったとは考え難く、管理栄養士国家試験対策に対する考え方の違い

が、両名を再任用しないと判断した要素となっていることが認められる。

キ ところで、Ｃについて１回目、Ｄについて２回目の契約期間の満了であり、

雇用継続に対する合理的期待を抱かせるような事情がなかった場合は、そもそ

も再任用をしないことについて特段の理由は要しないとも考えられるところで

あるが、本件において、組合は、雇用継続に対する合理的期待を抱かせる事情

があったという理解のもと、「ＣとＤの雇止め問題について」という団体交渉事

項を議題として団体交渉を申し入れているのであるから、団体交渉の誠実性と

の関係では、事実に反する説明を行うことが許されないことはもとより、再任

用をしないと判断した理由について、組合の理解を得るために、できるだけ丁

寧な説明を行う必要があるというべきである。

ク にもかかわらず、法人は、団体交渉において、再任用をしなかったことと

管理栄養士国家試験対策の問題は関係がない旨を繰り返しており（第３の６

(3)オ）、上記認定からすると、このような説明は事実に反するものである。

そして、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長は、２５年度の教員の人事に直接関与し

ており、管理栄養士国家試験対策に対する考え方の違いがＣ、Ｄを再任用し

ないと判断した要素になっていたことを熟知していたと認められるから、団

体交渉での説明は、事実に反することを知りながら意図的に行ったものであ

るといわざるを得ない。

ケ また、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長の陳述書（乙２５、２６）では、日本栄

養改善学会が発表した「モデルコアカリキュラム」において臨床栄養学分野の

充実がうたわれ、これに沿ったカリキュラムを編成するためには、同分野を担

当する教員の新規採用が必要であったが、法人の人件費予算の関係上、教員の

純増はできないことから、採用枠を創出するために、Ｃ、Ｄの再任用をしなか



- 26 -

ったとの趣旨が述べられている。このような理由が審問手続の段階になって突

然述べられたこと、２５年度に臨床栄養学分野を担当する教員の新規採用は

なされていないことからすると、この説明自体、疑問なしとはしないが、もし、

これが事実であれば、団体交渉においても、丁寧に説明されなければならな

いところ、団体交渉ではこの件について一切触れられていない。

コ このように、事実に反する説明を行ったことに加え、「モデルコアカリキュ

ラム」に基づく臨床栄養学分野の充実のための教員採用枠創出の必要性につい

て何らの説明も行わなかった点において、法人の団体交渉の態度は不誠実なも

のであるといわざるを得ない。

サ よって、団体交渉におけるＣ、Ｄを再任用しないこととした理由についての

法人の説明は不誠実なものであり、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当

する。

(4) Ｃ、Ｄを再任用しないと決定した手続について

ア 法人は、Ｃ、Ｄを再任用しないことを決定したのは２４年１２月１８日に

開催された理事会であると主張し、団体交渉においても一貫してその旨の説

明を行っている。これに対し、組合は、同日開催の理事会では結論は保留と

なったのであり、団体交渉における法人の説明は虚偽であると主張する。

イ この点、理事会での議事内容については、録音等がなされていれば客観的

に確認できるところ、法人では、毎回、理事会の議事内容を録音していると

のことである（第２回審問調書６４頁、９３頁）。そして、１２月１８日の理

事会についても録音が試みられたが、Ｈ事務局次長によると、年末の理事会

のためホテルで行われたので、録音機材を持ち込んだところ、機材が上手く

作動せず録音できなかった、とのことであった（第２回審問調書６４～６５

頁、７６頁）。他方、Ｇ事務局長は、機材が作動せずに録音できなかったので

はなく、録音されていたが聞きづらかった、あるいは、一部は録音されてい

た、という趣旨の証言をしており、両者の証言は整合しない。また、録音を

反訳したかどうかに関するＧ事務局長の証言は、「（反訳を）したというふう

に聞いております。」、「（反訳文は）ないと思います。」、「（反訳をしたかどう
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か）それは分からないです。」などと二転三転している（第２回審問調書１０

２～１０３頁）。

ウ また、呼び出されたのか、自ら赴いたのかについては争いがあるも、理事

会の３日後である２４年１２月２１日に、Ｃ、Ｄの人事に関して、Ｅ学部長、

Ｆ学科長が、Ｇ事務局長、Ｈ事務局次長と会談の機会を持ったことは、関係

者が共通して証言しているが（第２回審問調書２１頁Ｅ証言、４４頁Ｈ証言、

８３頁Ｇ証言）、同月１８日の理事会において両名の翌年度の再任用の可否

について、明確な形で議決されていたのであれば、同月２１日にこのような

会談を持つ必要はないはずである。

エ これらの点からすると、２４年１２月１８日の理事会において、少なくと

も、挙手その他の明確な採決方法をもって、Ｃ、Ｄを再任用しないことを議

決していないのではないか、との疑いが残る。

オ 他方、Ｅ学部長は、１２月２１日の面談の結果、Ｃ、Ｄの再任用を断念し

ていること（甲１７、第２回審問調書２１～２２、２６頁）、同月２６日に行

われた学科会議において、Ｆ学科長からＣ、Ｄが２５年３月末日をもって退

職する旨を報告していること（甲１７）、さらには、２５年２月に開催された

理事会において、Ｃ、Ｄを再任用しない旨が記載された２４年１２月１８日の

理事会の議事録が回覧され、Ｅ学部長を含めて、理事全員が異論なくこれに押

印していることからすると（乙９、第２回審問調書２５～２７、３３～３４頁）、

採決による明確な議決まではなかったとしても、２４年１２月１８日の理事会

の時点において、Ｃ、Ｄを再任用しないという意見がすう勢であったと考え

られる。

カ 以上を踏まえて、Ｃ、Ｄを再任用しないと決めたのは２４年１２月１８日

の理事会である、との団体交渉の際に法人が行った説明について検討する。

上記のとおり、同日の理事会では採決による明確な議決まではなかったと

考えると、このような団体交渉での説明は、正確さを欠くきらいがあること

は否めない。

他方、その後の経緯からすると、実質的には１２月１８日の理事会のとき
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にＣ、Ｄの処遇が決定されたに等しいという評価も不当とまでは言えず、か

つ、その旨の議事録も作成され、最終的には、両名を再任用しないことが理

事全員の総意となっていることが同議事録において確認されているのである

から、上記の団体交渉での法人の説明は、正確さを欠くものであったとして

も、不誠実な団体交渉態度とまで評価することはできない。

キ よって、団体交渉におけるＣ、Ｄを再任用しないと決定した手続についての

法人の説明は、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当しない。

４ 結論

よって、当委員会は、労組法第２７条の１２及び労働委員会規則（昭和２４年中

央労働委員会規則第１号）４３条の規定により、主文のとおり命令する。

平成２７年４月２４日

北海道労働委員会

会 長 成 田 教 子 印


